
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ＣＡＴＶ局又はＴＶ局と、加入者と、両者を結ぶ前記伝送路からなり、 レビジョン信号
多重化伝送方式を
　
　

　
　
　

　前記ＣＡＴＶ局又は前記ＴＶ局は、
　前記衛星放送信号を第１ベースバンド信号に復調する衛星放送復調手段と、
　前記地上波デジタル放送信号を第２ベースバンド信号に復調するデジタル放送復調手段
と、
　前記第１ベースバンド信号と前記第２ベースバンド信号を時分割多重化して時分割多重
化信号を生成し、該時分割多重化信号を前記加入者に送信する所定規格のインターフェー
スとを備え
　前記各加入者は、
　前記所定規格のインターフェースを備え、
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テ
用いる伝送システムにおいて、

当該テレビジョン信号多重化伝送方式は、
衛星放送信号と地上波デジタル放送信号を受信して復調し、各々のベースバンド信号を

生成し、
前記各々のベースバンド信号を時分割多重化して時分割多重化信号を生成し、
前記時分割多重化信号を光変調又は高周波変調して伝送路に送出するものであり、
前記時分割多重化信号は、所定規格のインターフェースの同期転送モードで加入者に送

信されるものであり、



　前記光変調又は前記高周波変調で送信された前記時分割多重化信号を復調し、
　前記所定規格のインターフェースに接続された所定の機器で前記衛星放送信号と前記地
上波デジタル放送信号を得て、
　前記時分割多重化信号は、前記所定規格のインターフェースの同期転送モードで加入者
に送信され、
　前記所定規格のインターフェースはデータ通信機能を有し、コンピュータ手段を有した
前記各加入者及びＣＡＴＶ局は、該コンピュータ手段と前記所定規格のインターフェース
のデータ通信機能によって、データ通信を行い、
　前記データ通信は前記同期転送モード終了後の非同期転送モードで行われる
ことを特徴とする伝送システム。
【請求項２】
前記伝送路は中継装置を有し、該中継装置及び前記ＣＡＴＶ局及び前記加入者は、前記同
期転送モードを検出する同期転送モード検出手段と、該同期転送モードの終了検出に同期
して前記時分割多重化信号と他のデータ供給装置から送出されるデータ信号とを切り替え
るスイッチ手段を有することを特徴とする に記載の伝送システム。
【請求項３】

こ
とを特徴とする に記載の伝送システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、テレビジョン信号の伝送方式及びその伝送システムに関する。特に、１つの
インターフェースでＣＳ放送、地上波デジタル放送及びデータ通信を可能とするテレビジ
ョン信号多重化伝送方式及びその伝送システムに関する。
　本発明は、デジタルＴＶ放送の受信とＬＡＮを可能とするデジタルＣＡＴＶネットワー
クに適用できる。
【０００２】
【従来の技術】
　従来より、ＴＶ放送には地上波放送と衛星放送がある。ＣＡＴＶシステムにおいては、
ＣＡＴＶ局がそれらを受信しＣＡＴＶケーブルに送信している。
　近年、衛星放送はＢＳ放送に加え、専用チャンネルを多く有したＣＳ放送が開始された
。又、地上波放送には次世代テレビ放送として地上波デジタル放送の採用が決定されてい
る。これらは、送信方式が異なるため、テレビジョン信号伝送システムはその送受信にお
いてますます複雑さが増大する。
【０００３】
　例えば、現在、ＣＳ放送はＱＰＳＫ（  Phase t Keying）変調信号で送
信されている。ＣＡＴＶ局は、衛星からその信号を受信して復調し、６４ＱＡＭ方式で変
調してＣＡＴＶ網に送信している。６４ＱＡＭ方式とは、ＱＰＳＫ変調と振幅変調を合わ
せた変調である。１６位相と４振幅値の組み合わせで６４値を表す方式である。１チャン
ネルに使用される周波数は単一周波数であり、周波数分割多重で複数チャネルが送信され
ている。
【０００４】
　一方、地上波放送はＯＦＤＭ（   Division Multiplex）方式（直
交周波数分割多重）で送信される。それは、各チャンネル毎に単一周波帯ではなく数百も
の搬送波を使用する多搬送波変調方式である。周波数が整数倍の関係にある多数の搬送波
をＰＳＫ変調し送信する方式である。ＣＡＴＶ局が送信する場合は、受信したＯＦＤＭ方
式の信号を増幅して直接ＣＡＴＶケーブル網に送信することになる。
【０００５】
【発明が解決しようする課題】
　しかしながら、上記２方式は変調方式が異なるため、局側は２変調方式で変調して送信
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請求項１

前記所定規格のインターフェースは、ＩＥＥＥ１３９４規格のインターフェースである
請求項１

Quadrature Shif

Orthogonal Frequency



する必要がある。即ち、局側にはＣＳ放送用のＱＰＳＫ復調器とＱＡＭ変調器及び地上波
用のＯＦＤＭ変復調器が必要となる。又、加入者には、ＣＳ放送を復調するＱＡＭ方式の
復調器、或いはＱＰＳＫ方式の復調器と地上波放送を復調するＯＦＤＭ復調器の２方式の
受信装置が必要となる。これは、局側にとっても加入者にとっても装置コストが負担とな
る。即ち、伝送コストの高いシステムとなる。
【０００６】
　本発明は上述した問題点を解決するためになされたものであり、その目的は、１つのイ
ンターフェースでＣＳ放送、地上波デジタル放送の両放送の受信を可能とするテレビジョ
ン信号多重化伝送方式とその伝送システムを提供することである。
　又、他の目的はその伝送方式をＣＡＴＶシステムに適用し、上記両放送の受信を可能と
すると共に、ＣＡＴＶ伝送路を用いて他の加入者とデータ通信を可能とするＬＡＮを形成
することである。更に、インタネットを介して他のＬＡＮと接続も可能とすることである
。
【０００７】
【課題を解決するための手段・作用及び効果】
　上記の課題を解決するために、第１の発明は、

テレビジョン信号多重化伝送方式 テレビジョン信号を多重化して伝送する伝送方式で
あって、衛星放送信号と地上波デジタル放送信号を受信して復調し、各々のベースバンド
信号を生成し、その各々のベースバンド信号を時分割多重化して時分割多重化信号を生成
し、その時分割多重化信号を光変調又は高周波変調して伝送路に送出する。
　ここに、上記伝送路は、光ファイバ伝送路、同軸ケーブル、ツイストペア線等の有芯伝
送路と伝送媒体のない空間伝送路の両者を含む。
【０００８】
　従来例で示したように、衛星放送は衛星からＱＰＳＫ方式で送信され、地上波放送はＯ
ＦＤＭ方式で送信される。例えばＴＶ局は、この両方式の放送波を受信し、それぞれの方
式で復調して０、１のデータ列からなるベースバンド信号を生成する。更に、それぞれの
ベースバンド信号を時分割多重化して時分割多重化信号を生成する。時分割多重化信号と
は、時間軸に例えばチャンネル毎にパッケットで順に並べられた信号である。
　そして、この時分割多重化信号に基づいて、光信号又は高周波信号をそれぞれ光変調又
は高周波変調して伝送路に送出する。
　これにより、衛星放送信号、地上波デジタル放送信号とも時分割多重されたベースバン
ド信号の光変調信号又は高周波変調信号で送出される。よって、送信用及び受信用のイン
ターフェースは両放送信号に対して同一のインターフェースでよい。即ち、送信側は従来
のように２方式の変調器を備える必要がない。よって、送信コストが低減されたテレビジ
ョン信号多重化伝送方式となる。
　尚、ここに光変調は光信号のＯＮ／ＯＦＦであり、高周波変調は、高周波信号の位相変
調、周波数変調、振幅変調又はそれらの組み合わせによる変調を意味する。
【０００９】
　 分割多重化信号が所定規格のインターフェースの同期転送モードで加入者に送
信され
　ここに、時分割多重化信号とは、衛星放送信号と地上波デジタル放送信号のべースバン
ド信号の時分割多重化信号である。本発明では、上記時分割多重化信号は同期がとられて
高速に加入者に送信される。よって、衛星放送信号と地上波デジタル放送信号がリアルタ
イムで送受信されるテレビジョン信号多重化伝送方式及びその伝送システムとなる。
【００１０】
　 上記テレビジョン信号多重化伝送方式を用いる伝送システムであって、ＣＡＴＶ
局又はＴＶ局と加入者と両者を結ぶ伝送路からなる。ここに、ＴＶ局は空間伝送で送信す
るＴＶ局を意味する。
　例えば、ＣＡＴＶ局は、衛星放送信号と地上波デジタル放送信号を含む時分割多重化信
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テレビジョン信号多重化伝送方式を用い
る伝送システムであって、ＣＡＴＶ局又はＴＶ局と加入者と両者を結ぶ伝送路からなる。

は、

更に、時
る。

更に、



号を伝送路を介して加入者に伝送する。この時、伝送路は例えば光ファイバ伝送路、同軸
ケーブル伝送路からなるＣＡＴＶ伝送路である。ＣＡＴＶ伝送路は、高品質でそれらを伝
送することができる。よって、加入者は新たなアンテナを配備することなく、両方放送を
高品質に受信することができる。
　又、例えばＴＶ局が上記時分割多重化信号を送出する場合は、電波が支障なく届く地域
であれば、上記時分割多重化信号はアンテナを配備するだけで両方放送を得ることができ
る。即ち、受信コストの安価な伝送システムとなる。
【００１１】
　 ＣＡＴＶ局又はＴＶ局は衛星放送信号を第１ベースバンド信号に復調する衛星放
送復調手段と、地上波デジタル放送信号を第２ベースバンド信号に復調するデジタル放送
復調手段と、第１ベースバンド信号と第２ベースバンド信号を時分割多重化して時分割多
重化信号を生成し、その時分割多重化信号を加入者に送信する所定規格のインターフェー
スとを備
　衛星放送復調手段は、衛星放送信号を受信し第１ベースバンド信号に復調する。又、デ
ジタル放送復調手段は、地上波デジタル放送信号を受信し第２ベースバンド信号に復調す
る。そして所定規格のインターフェースが、その第１ベースバンド信号と第２ベースバン
ド信号を時分割多重化して、その生成された時分割多重化信号を加入者に送信する。
　これにより、ＣＡＴＶ局又はＴＶ局は従来のように伝送方式の異なる２種類の変調器を
備える必要がない。即ち、１つの所定規格のインターフェースによって衛星放送信号と地
上波デジタル放送信号の両信号を加入者に送信することができる。よって、送信コストの
低減された伝送システムとなる。
【００１２】
　 各加入者は所定規格のインターフェースを備え、光変調又は高周波変調で送信さ
れた時分割多重化信号を復調し、所定規格のインターフェースに接続された所定の機器で
衛星放送信号と地上波デジタル放送信号を得
　これにより、加入者は従来のように復調方式の異なる種類の復調器を備える必要がない
。一つの所定規格のインターフェースで衛星放送信号と地上波デジタル放送信号が復調可
能となる。よって、加入者の受信コストが低減される伝送システムとなる。
　

　

【００１３】
　 所定規格のインターフェースはデータ通信機能を有し、コンピュータ手段を有し
た各加入者及びＣＡＴＶ局は、コンピュータ手段と所定規格のインターフェースのデータ
通信機能によって、データ通信す
　所定規格のインターフェースはデータ通信機能を有し、ＴＶ放送信号のみならずデータ
通信も可能とする。コンピュータ手段を有する各加入者及びＣＡＴＶ局は、このデータ通
信機能によって互いにデータ通信をすることができる。又、例えば、ＣＡＴＶ局がインタ
ネットに接続されておればコンピュータ手段を有する各加入者はインタネットにもに接続
できる。よって、より利便性の高い伝送システムとなる。
【００１４】
　 データ通信に使用されるデータ信号は同期転送モード終了後の非同期転送モード
で送出される。
　データ通信に使用されるデータ信号は必要に応じて送受信されるのが、効率的である。
本発明の所定規格のインターフェースは、非同期転送モードを有しており、この非同期転
送モードでデータ通信が行われる。よって、効率的にデータ通信を行うことができる。
【００１５】
　又、 発明によれば、伝送路途中に中継装置を有し、その中継装置、及びＣＡＴＶ
局、及び加入者は、同期転送モードを検出する同期転送検出手段と、同期転送モードの終
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更に、

える。

更に、

る。

更に、時分割多重化信号が所定規格のインターフェースの同期転送モードで加入者に送
信される。

よって、衛星放送信号と地上波デジタル放送信号がリアルタイムで送受信されるテレビ
ジョン信号多重化伝送方式及びその伝送システムとなる。

更に、

る。

更に、

第２の



了検出に同期して時分割多重化信号と他のデータ供給装置から送出されるデータ信号とを
切り替えるスイッチ手段を備えている。ここに、中継装置は分岐／分配増幅器、分配器、
分岐器等を意味する。
【００１６】
　このスイッチ手段は、同期転送モード時には、ＴＶ信号を伝達する時分割多重化信号が
所定規格のインターフェースから加入者に送信されるように伝送路を切り替える。また、
同期転送モード終了時には、他のデータ供給装置からデータを伝達するデータ信号が加入
者に送信されるように、例えば伝送路を切り替える。　これにより、他の規格、例えばＩ
ＥＥＥ８０２．３のＣＳＭＡ／ＣＤ（ Carrier Sense Multiple Access with Collision D
etection）方式のＬＡＮ等が形成できる。
　即ち、ＣＡＴＶ伝送路を既存のＬＡＮの伝送路として有効に使用できる。これにより、
デジタルＴＶ放送と既存ＬＡＮの形成又は拡張が可能となる、より利便性に優れた伝送シ
ステムとなる。
【００１７】
　又、 発明によれば、所定規格のインターフェースとしてＩＥＥＥ１３９４規格の
高速インターフェースを備えている。
　ＩＥＥＥ１３９４規格の高速インターフェースは、同期転送モード（アイソクロナス転
送モード）と非同期転送モード（アシンクロナス転送モード）を有している。
　上記アイソクロナス転送はパケット転送であり、その伝送速度は数百Ｍｂｐｓ～数Ｇｂ
ｐｓである。又、アイソクロナス転送は正確に１２５μｓｅｃのサイクルで例えば１００
μｓｅｃの期間に複数のパケットを送信する。これにより、例えば１画面の映像信号を数
パケットに分割してアイソクロナス転送で送出すれば、数～数十サイクルで全ての映像信
号を送出することができる。
【００１８】
　例えば転送速度を１Ｇｂｐｓ、アイソクロナス転送期間を１００μｓｅｃとすれば、１
サイクルで１００ｋビットのデータが転送できる。即ち、例えばＴＶ１画面の情報を約０
．４Ｍビットとすれば、４サイクルで１画面データを送出できる。即ち、約５ｍｓｅｃで
１画面データの転送が完了する。これは換言すれば、例えば１画面の描画に必要とする時
間を３３ｍｓｅｃとすれば、地上波放送と衛星放送を合わせて６０チャンネル分の送受信
ができることを意味する。
　従って、ＩＥＥＥ１３９４規格のインターフェースの同期転送モードを用いれば、容易
に複数のＴＶ信号がリアルタイムで送受信できる。
【００１９】
　又、ＩＥＥＥ１３９４規格の高速インターフェースは、上記の様に非同期転送モードを
有している。そして、その期間は上記同期転送モード後の、例えば２５μｓｅｃの空き時
間である。そして、この非同期転送モードの転送速度も数百Ｍ～数Ｇｂｐｓである。よっ
て、その空き時間を利用すれば、たとえ数十μｓｅｃであっても転送速度は数十ｋｂｐｓ
となる。これにより、データ通信が可能となる。
　又、ＩＥＥＥ１３９４規格の仕様を有する様々な機器は、本請求項の伝送システムに接
続可能となる。よって、これらの機器ともデータ通信が可能となる。従って、デジタルＴ
Ｖ受信と共に１ＥＥＥ１３９４規格に接続される様々な機器との間でデータ通信が可能と
なる更に利便性に優れた伝送システムとなる。
【００２０】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。なお、本発明は下記実施
例に限定されるものではない。
（第１実施例）
　図１に本発明のＣＡＴＶ伝送システムを示す。図は、構成図である。本発明のＣＡＴＶ
伝送システムは、大きくＣＡＴＶ局５、ＣＡＴＶ伝送路５０、加入者装置８０から構成さ
れる。本発明のテレビジョン信号多重化伝送方式は、このシステムで使用される。

10

20

30

40

50

(5) JP 3660174 B2 2005.6.15

第３の



　詳細には、ＣＡＴＶ局５は衛星放送信号（ＣＳ放送信号）を受信するＣＳアンテナ１０
、受信した信号を復調する衛星放送復調手段であるＱＰＳＫ復調器１１、地上波デジタル
放送信号を受信する地上波アンテナ２０、その信号を復調するデジタル放送復調手段であ
るＯＦＤＭ復調器２１、自主放送を放送する自主放送装置３０、上記ＱＰＳＫ復調器１１
及びＯＦＤＭ復調器２１によって生成されたベースバンド信号及び自主放送装置３０から
送出されたベースバンド信号を時分割多重で複合し、その時分割多重化信号をＣＡＴＶ伝
送路５０に送出する所定規格のインターフェースであるＩＥＥＥ１３９４ハブ４０、そし
てデータ信号をＩＥＥＥ１３９４ハブ４０から入出力させるデータ供給装置であるサーバ
ー装置３５から構成される。
【００２１】
　又、ＣＡＴＶ伝送路５０は、光ファイバ５１、光分配器５２、同軸ケーブル５３、増幅
器５７、中継装置である分配器６０、光電変換器５５、５６から構成される。ここに、光
電変換器５５では、信号が上流から下流に流れる時に光信号が電気信号に変換され、信号
が下流から上流に流れる時には電気信号が光信号に変換されることとする。又、光電変換
器５６は逆に上流から下流に信号が流れる時に電気信号が光信号に変換され、下流から上
流に信号が流れる時に光信号が電気信号に変換される。
　そして、加入者装置８０は同じく所定規格のインターフェースであるＩＥＥＥ１３９４
ハブ９０、ＩＥＥＥ１３９４ハブ９０に接続されるコンピュータ手段であるコンピュータ
装置８２、ＶＴＲ装置８３、ＴＶ装置８４から構成される。
【００２２】
　次に、信号の流れに従って各構成要素の機能を説明する。衛星放送は従来例で示したよ
うに衛星からＱＰＳＫ方式で送信され、地上波放送はＯＦＤＭ方式で送信される。ＣＡＴ
Ｖ局５のＣＳアンテナ１０及び地上波アンテナ２０は、この両方式の放送波をそれぞれ受
信し、それぞれＱＰＳＫ復調器１１とＯＦＤＭ復調器２１で復調する。その結果、０、１
のデータ列からなるベースバンド信号が得られる。そのそれぞれのベースバンド信号は、
上記ＩＥＥＥ１３９４ハブ４０に送信される。
【００２３】
　ＩＥＥＥ１３９４ハブ４０は、図２のタイミング図に示すように同期転送モードａ（ア
イソクロナス転送モード）と非同期転送モードｂ（アシンクロナス転送モード）を有して
いる。横軸が時間であり、縦軸が信号強度である。両モードを合わせた周期は、図示しな
いサイクル・マスタにより正確に８ｋ Hz（１周期１２５μｓｅｃ）に管理されている。
　そして、同期転送モードａの最初に送信開始を意味するスタートパケット１１０が送信
され、次いでバス獲得後、ベースバンド信号に変換されたＴＶ信号が複数のパケット１１
１で送信される。例えば、１画面分の映像データが複数パケットに分割され転送される。
その転送速度は、例えば数百Ｍ～数Ｇｂｐｓであるので、数サイクル～数十サイクル（１
画面の走査時間である３３ｍｓｅｃ以内）に全ての映像データを転送することができる。
即ち、リアルタイムで転送される。その転送は光信号で行われ、例えば図示しない半導体
レーザのベースバンド信号によるＯＮ／ＯＦＦで行われる。
【００２４】
　送信された光信号は、光ファイバ５１を伝搬し、例えば複数の光分配器５２を経て加入
者装置８０の有するＩＥＥＥ１３９４ハブ９０に入力される（図１）。そのＩＥＥＥ１３
９４ハブ９０は、その光信号を電気信号に変換すると共に信号の有するアドレスに応じて
、例えばＴＶ装置８４、ＶＴＲ装置８３にその信号を振り分ける。このようにして、ＣＳ
放送及び地上波放送が送信される。
　尚、ＣＡＴＶ伝送路の支線は、光電変換器５５、変復調器５５ａ、増幅器５７、分配器
６０を用いて、所定の搬送波（電気信号）を変調して同軸ケーブル５３で伝搬させる場合
がある。このような場合には、更に光電変換器５６、変復調器５６ａを挿入し電気信号を
光信号に変換して、上記加入者装置８０に伝搬すれば、加入者装置８０は同様にＣＳ放送
と地上波放送を受信することができる。
【００２５】
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　一方、データ信号はＩＥＥＥ１３９４規格の非同期転送モードｂの期間でパケット１１
２で送信される（図２）。その期間は上記同期転送モードａ後の、例えば２５μｓｅｃの
空き時間である。例えば、サーバー装置３５からデータが送信された場合は、ＩＥＥＥ１
３９４ハブ４０はこの空き時間にバスを獲得し、上記同様の転送速度でデータ信号をＣＡ
ＴＶ伝送路５０に送出する。よって、その空き時間が僅か数十μｓｅｃであっても、下り
の転送速度は数十ｋｂｐｓとなる。又、上りの転送速度は、同期転送モードの制約を受け
ないので、数百Ｍ～数Ｇｂｐｓの高速データ通信が可能である。よって、双方向データ通
信が可能となりＬＡＮを形成することができる。
　このように、同期転送モードと非同期転送モードの両モードを有した同一のインターフ
ェースを備えれば、ＴＶ信号の送受信とデータ通信が可能となる安価で利便性に優れたＣ
ＡＴＶ伝送システムが実現できる。
【００２６】
（第２実施例）
　図３に本発明の第２実施例を示す。図は、システム構成図である。第１実施例と異なる
所は、同期転送モードと非同期転送モードを切り替えるスイッチ手段であるスイッチ装置
を、新たに、図１におけるＣＡＴＶ局５のＩＥＥＥ１３９４ハブ４０と加入者装置８０の
ＩＥＥＥ１３９４ハブ９０及び分配器６０に付加したことである。これにより、既存のＬ
ＡＮシステムが１ＥＥＥ１３９４の非同期転送モードを使用することができる。即ち、１
ＥＥＥ１３９４ハブとＣＡＴＶ伝送路を結合させれば、既存のＬＡＮを形成又は拡張する
ことができる。
　そのため第１実施例（図１）のＩＥＥＥ１３９４ハブ４０は、ＩＥＥＥ１３９４ハブ装
置１４０に、伝送路の分配器６０は分配装置１６０に、加入者装置の１ＥＥＥ１３９４ハ
ブ９０はＩＥＥＥ１３９４ハブ装置１９０にシステムアップされている。
【００２７】
　ＩＥＥＥ１３９４ハブ装置１４０、分配装置１６０、及び１ＥＥＥ１３９４ハブ装置１
９０をそれぞれ図４、図５、図６に示す。
　ＩＥＥＥ１３９４ハブ装置１４０は、ＩＥＥＥ１３９４ハブ１４１、従来ＬＡＮに使用
されるイーサネットハブ１４４、両者のハブから送出されるデータを切り替えるスイッチ
装置１４３、同期転送モードを検出しスイッチ装置１４３に指令する同期転送モード検出
装置１４２から構成される（図４）。
　同期転送モード検出装置１４２は、図２における同期転送モードａを検出し、その期間
だけスイッチ装置１４３を１４３ａ側に切り替える。これにより、ＩＥＥＥ１３９４ハブ
１４１から出力された時分割多重化信号（ＴＶ信号のベースバンド信号）が次段の光電変
換器（Ｅ／Ｏ）に出力される。
【００２８】
　又、非同期転送モードｂ時には、その期間だけスイッチ装置１４３を１４３ｂ側に切り
替える。これにより、ＩＥＥＥ１３９４規格のハブ仕様から独立でき、例えばＩＥＥＥ８
０２．３等の他方式仕様のＬＡＮが接続できる。即ち、例えばＩＥＥＥ８０２．３のイー
サネットハブ１４４から出力されたデータ信号（ベースバンド信号）が次段の光電変換器
（Ｅ／Ｏ）に出力される。
　又、加入者装置側（下流側）からの他仕様のデータ信号はこのイーサネットハブ１４４
によって他方式のＬＡＮに送出される。
　即ち、このＩＥＥＥ１３９４ハブ装置１４０をＣＡＴＶ局５に備えれば、既存のＬＡＮ
システムを容易に形成又は拡張することができる。
【００２９】
　又、分配装置１６０は同期転送モード検出装置１６１、同期転送信号分配装置１６２、
スイッチ装置１６４、イーサネットハブ１６３から構成される（図５）。上記動作と同様
に、同期転送モード検出装置１６１は図２における同期転送モードａを検出し、その期間
だけスイッチ装置１６４を１６４ａ側に切り替える。　この操作により、伝送された時分
割多重化信号は次段の同期転送信号分配装置１６２で分配されて、次段の光電変換器（Ｅ
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／Ｏ）にそれぞれ出力される。
　又、非同期転送モードｂ時には、その期間だけスイッチ装置１６４を１６４ｂ側に切り
替える。これにより、伝送されたデータ信号は次段のイーサネットハブ１６３で振り分け
られて、更に次段の光電変換器（Ｅ／Ｏ）に出力される。又、加入者装置側（下流側）か
らのデータ信号はこのイーサネットハブ１６３を介して他方式のＬＡＮに送出される。
　即ち、この分配装置１６０をＣＡＴＶ伝送路に備えれば、既存のＬＡＮシステムを容易
に形成又は拡張することができる。
【００３０】
　又、加入者装置の１ＥＥＥ１３９４ハブ装置１９０は、同期転送モード検出装置１９１
、スイッチ装置１９２、ＩＥＥＥ１３９４ハブ１９３、イーサネットハブ１９４から構成
される（図６）。上記動作と同様に、同期転送モード検出装置１９１は図２における同期
転送モードａを検出し、その期間だけスイッチ装置１９２を１９２ａ側に切り替える。こ
れにより、伝送された時分割多重化信号は次段のＩＥＥＥ１３９４ハブ１９３によって、
例えばＴＶ装置、ＶＴＲ装置等に振り分けられる。
　又、非同期転送モードｂ時には、その期間だけスイッチ装置１９２を１９２ｂ側に切り
替える。これにより、ＩＥＥＥ１３９４規格のハブ仕様から独立でき、例えばＩＥＥＥ８
０２．３等の他方式仕様のＬＡＮが接続できる。これにより、他仕様で伝送されたデータ
信号は次段のイーサネットハブ１９４に接続され振り分けられて、アドレスに従って例え
ば加入者装置のコンピュータ装置又はサーバー装置に送出される。
　即ち、この１ＥＥＥ１３９４ハブ装置１９０を加入者装置８０に備えれば、既存のＬＡ
Ｎシステムを容易に形成又は拡張することができる。
【００３１】
　上記のように、ＣＡＴＶ局と加入者装置のＩＥＥＥ１３９４ハブ、及び伝送路中に設け
られた分配器に、同期転送モードと非同期転送モードを切り替えるスイッチ装置を備えれ
ば、その非同期転送モードを利用して既存のＬＡＮを接続することができる。
　よって、ＣＳ放送、地上波デジタル放送と既存のＬＡＮ接続を可能とするより利便性に
優れたＣＡＴＶ伝送システムが実現できる。
【００３２】
（第３実施例）
　図７に本発明の第３実施例を示す。図は、加入者装置のシステム構成図である。第１実
施例、第２実施例では、ＴＶ信号を伝達する時分割多重化信号はＣＡＴＶ伝送路で各加入
者装置に送信された。本実施例の特徴は、時分割多重化されたＴＶ信号が、高周波変調で
空間伝送されることである。即ち、時分割多重化された地上波デジタル放送信号と衛星放
送信号が高周波変調で送出され、それらを加入者装置が受信することである。その場合、
加入者装置は地上波デジタル放送アンテナ９２、衛星放送アンテナ９３、ＲＦモデム（変
復調器）９１を新たに備える。
　加入者装置は、例えば高周波変調された時分割多重化信号を地上波デジタル放送アンテ
ナ９２又は衛星放送アンテナ９３で受信し、ＲＦモデム９１によって復調する。復調され
たＴＶ信号は、ＩＥＥＥ１３９４ハブ９０を介してコンピュータ装置８２、又はＴＶ装置
８４で受信される。
　更に、ＴＶ装置８５が地上波デジタル放送と衛星放送を弁別して復調する復調器を内蔵
しておれば、同軸ケーブル５３に直接接続される。
　加入者装置の受信システムをこのように構成すれば、空間伝送で地上波デジタル放送信
号と衛星放送信号を時分割多重で送信できる伝送システムとなる。
【００３３】
（変形例）
　以上、本発明を表わす１実施例を示したが、他にさまざまな変形例が考えられる。
　例えば、上記第１実施例及び第２実施例では、ＣＡＴＶ局側からの時分割多重化信号、
データ信号は光信号の強度変調で送出していたがそれに限定するものではない。図８に示
すようにＣＡＴＶ局側の出力端に変復調器１２０を備え、ＲＦ信号を変復調して同軸ケー
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ブル５３からデータを送受信してもよい。この時、加入者装置８０も変復調器１２０を備
える必要があるが、加入者装置が短距離に位置する場合は光電変換器および光分配器等が
不必要となり、設備コストが低減される。
【００３４】
　又、第１実施例及び第２実施例では伝送路に光ファイバ５１と同軸ケーブル５３が混在
したが、どちらか一方でもよい。又、第１実施例及び第２実施例ではそれぞれ伝送路に分
配器と分配装置を挿入したが、必要に応じて所定の比率で信号を分岐する分岐器又はスイ
ッチ装置を備えた分岐装置を配備しても良い。
【００３５】
　又、第３実施例は時分割多重化されたＴＶ信号を受信するシステムであったが、このシ
ステムでデータ通信する場合には、図９に示すように更にＲＦモデム（変復調器）８７と
ＩＥＥＥ１３９４ハブ８９を用いて、ＣＡＴＶ伝送路の光ファイバ５１、又はＲＦモデム
８８を伴ったＣＡＴＶ伝送路の同軸ケーブル５３に接続すればよい。
　例えば、加入者装置８０のコンピュータ装置８２から送出されたデータ信号は、ＲＦモ
デム９１によって高周波変調で送出される（図７）。送出されたＲＦ信号は、ＲＦモデム
８７によってベースバンド信号に変換され、ＩＥＥＥ１３９４ハブ８９によって光ファイ
バ５１に送出される（図９）。又、逆方向のデータ信号はこの逆の経路で、加入者装置８
０のコンピュータ装置８２に送信される。即ち、データ通信が可能となる。
【００３６】
　又、ＩＥＥＥ１３９４ハブ８９がＲＦモデム８８を介して、ＣＡＴＶ伝送路の同軸ケー
ブル５３に接続されている場合は、この経路を経由してデータ通信が行われる。
　更に、他のサーバー９４がこのＩＥＥＥ１３９４ハブ８９に接続されていれば、このサ
ーバー９４に接続された図示しないコンピュータ装置によってデータ通信ができる。この
ように、機能を拡張することもできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の第１実施例に係わる伝送システム構成図。
【図２】　本発明の第１実施例に係わるテレビジョン信号多重化伝送方式のタイミング図
。
【図３】　本発明の第２実施例に係わる伝送システムの構成図。
【図４】　本発明の第２実施例に係るＣＡＴＶ局側に用いたハブ装置構成図。
【図５】　本発明の第２実施例に係るＣＡＴＶ伝送路に用いた分配装置構成図。
【図６】　本発明の第２実施例に係る加入者装置側に用いたハブ装置構成図。
【図７】　本発明の第３実施例に係わる加入者装置の伝送システム構成図。
【図８】　本発明の第１実施例の変形例に係わる伝送システム構成図。
【図９】　本発明の第３実施例の変形例に係わる加入者装置の伝送システム構成図。
【符号の説明】
１０　　　　　　　　　　　ＣＳアンテナ
１１　　　　　　　　　　　ＱＰＳＫ復調器
２０　　　　　　　　　　　地上波アンテナ
２１　　　　　　　　　　　ＯＦＤＭ復調器
３５　　　　　　　　　　　サーバー装置
４０　　　　　　　　　　　ＩＥＥＥ１３９４ハブ
５０　　　　　　　　　　　ＣＡＴＶ伝送路
５１　　　　　　　　　　　光ファイバ
５２　　　　　　　　　　　光分配器
５３　　　　　　　　　　　同軸ケーブル
５５、５６　　　　　　　　光電変換器
５５ａ、５６ａ　　　　　　変復調器
６０　　　　　　　　　　　分配器
８０　　　　　　　　　　　加入者装置
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８２　　　　　　　　　　　コンピュータ装置
８４、８５　　　　　　　　ＴＶ装置
９０　　　　　　　　　　　ＩＥＥＥ１３９４ハブ
１６０　　　　　　　　　　分配装置
１４０、１９０　　　　　　ＩＥＥＥ１３９４ハブ装置

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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